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l 試験検査実績

1. 1保健衛生部行政依頼検査

(件数)

年度

項目
平成21 平成22 平成23

感染症発生動向調査病原体別検 ウイルス分離検査 459 638 737 

査数 細菌検査 719 854 739 

インフルエンザ感染源調査 100 100 100 
感染症流行予測調査

日本脳炎感染源調査 70 70 70 

ノロウイルス検査 357 240 286 
食中毒等検査

細菌検査 810 lラ065 之969

HIV抗体検査 7 6 7 

H1V抗体確認検査 4 6 4 

性器クラミジア抗体検査 199 192 156 

;梅毒抗体検査 202 190 154 

;B型肝炎抗原検査 334 155 159 

細菌・ウイルス等の試験検査
;C型肝炎抗体検査 338 154 159 

;麻疹抗体価検査 。 47 2 

4 17 28 

;新型インフルエンザ 372 56 10 

;新型インフルエンザタミフル耐性検査* 16 43 

;3類感染症に係わる病原微生物検査 714 lラ108 589 

カンピロ血清型別 6 。 。
|酬レプレ ー カンピロ感受性試験 31 32 66 
業務

ジフテリア・百日咳・
55 45 83 

ボツリヌス

;結核菌RFLP検査. VNTR検査 7 5 11 

;つつが虫病血清検査 67 110 108 

;その他微生物学的検査 93 15 330 

;食品収去検査* lラ089 lラ021

食品衛生に係る検査 ;食中毒菌汚染実態調査 325 325 275 

;精度管理 3 

;公衆浴場水，遊泳プール水の大腸菌検査キ 32 34 

生活衛生に係る検査 ;貸しおしぼり検査* 32 32 

;公衆浴場等レジオネラ属菌検査 61 59 67 

;公共用水域水質環境調査* 222 215 

水質汚濁対策 j八郎湖水質保全調査キ 79 79 

;工場事業場排水基準検査キ 281 266 

廃棄物対策 ;産業廃棄物等基準検査* 21 20 

マス・スクリーニング ;先天性代謝異常，内分泌疾患 7.999 7ラ741 7ラ777

医薬品等監視指導業務に係る検査 ;医薬品，医薬部外品，医療機器(細菌 9 8 5 

;栄養調査・解析 871 

県民健康・栄養調査 (5年毎に実施);食生活状況調査・解析 823 

;塩分濃度測定 281 

dロh 計 13ラ343 15ラ011 18ラ579

*新型インフルエンザタミフル耐性検査，食品収去検査，公衆浴場水・遊泳プール水の大腸菌検査，貸しおしぼり検査，公共用水

域水質環境調査，八郎湖水質保全調査，工場・事業場排水基準検査，産業廃棄物等基準検査については，平成22年度から新たに

項目を起こした。
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1. 2保健衛生部一般依頼検査

年 度

項目

感染症発生動向調査に関わる検査 ;秋田巾保健所依頼分(再掲)

ウイルス分離検査

食中毒関係等ノロウイルス検査

新型インフルエンザ*1

新型インフルエンザタミフル耐性検査*2

細菌・ウイルス等の試験検査 細菌培養同定検査

細菌遺伝子解析検査

真菌否定検査
血液製剤無菌試験

細菌否定検査

H1V抗体確認検査]

iロ』 計

*1新型インフルエンザ HIV抗体確認検査については，平成21年度から新たに項目を起こした。

勺新型インフルエンザタミフル耐性検査については，平成22年度から新たに項目を起こした。

1. 3情報提供業務

年度

項目

収集

報告

週報 還元

解析

提供
患者情報

収集

報告
基幹・地方感染症情報センター

(感染症発生動向調査依頼業務)
月報 還冗

解析

提供

収集

報告
病原体情報

還元

解析

解析評価委員会資料提供

収集

報告

還元
結核登録者情報調査依頼業務 「一

収集

報告

還元(前年分)

スギ花粉予報作成提供

花粉症予防対策依頼業務
スギ花粉測定数

スギ雄花芽調査数

i花粉症患者調査票数

合 計

(件数)

平成21 平成22 平成23

83 215 340 

35 。 9 

139 4 。
257 13 。

。
3 。
。 3 。
34 18 。
34 18 。

。 。
585 273 349 

(件数)

平成21 平成22 平成23

477 468 468 

53 52 

53 52 52 

53 52 52 

477 468 468 

108 108 108 

12 12 12 

12 12 

12 12 

108 108 108 

697 350 350 

697 350 350 

697 350 350 

697 350 350 

6 6 6 

108 108 108 

12 12 

12 12 12 

9 9 

73 53 53 

73 202 

15 15 

72 85 

4ラ535 3ラ248
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1.4理化学部行政依頼検査

(件数)

頃 H 年度 平成21 平成22 平成23

;残留抗生物質残留合成抗菌剤検査 150 540 926 

;残留農薬実態検査 8，381 7，379 7，985 

食品監視業務に係る検査
食品収去検査(食品添加物等) 808 720 

精度管理 15 16 21 

医薬品等監視指導業務に係る検査 ;医薬品，医薬部外品，医療機器(理化学) 2 2 。
家庭用品試買検査 ;有害物質 86 61 53 

地熱開発地域環境調査 ;温泉分析 300 252 。
;空間線量 365 365 366 

;全ベータ線 150 156 52 

環境放射能水準調査
核種分析 79 84 82 

分析確認 55 55 55 

;空間線量 460 9.328 

降下物 14 813 

福島原子力発電所事故に伴う緊急
蛇口水 17 831 

環境放射能調査
核種分析 環境試料 2 638 

食品試料 2 324 

畜産試料 2 573 

公共用水域水質調査 。 62 48 

地下水調査 14 121 。
水質汚濁対策

緊急調査 。 179 59 

90 111 98 

土壌汚染対策 ;汚染土壌処理事業所柏市l 32 32 

化学物質対策 ;イヒ学物質環境調査 136 140 132 

;産業廃棄物等基準検査 360 364 262 

廃棄物対策 | …環境献
436 489 599 

能代産業廃棄物処理センター

環境保全対策 能代産業廃棄物処理 1.710 3，456 3.194 
センター関連調査

1口』 計 12，329 15，131 27，191 

*1汚染土壌処理事業所検査については，平成22年度から新たに項目を起こした。

*2福島原子力発電所事故に伴う緊急環境放射能調査については，平成23年度から新たに環境試料・食品試料・畜産試料の

項目を起こした。
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1. 5環境保全部行政依頼検査

年度

(件数)

平成21 I 平成22 平成23
項目

551 55 56 

(382，634) I (463ラ449) (462，149) 
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アスベスト対策

雨実態調査

石綿飛散調査

公共用水域水質調査

地下水調査

3ラ975

lラ450

環境調査

166 

工場・事業場排水基準検査

水質汚濁対策

調査
八郎湖水質保全対策調査

玉川酸性水影響調査 533 

十和田湖水質保全対策調査
十和田湖水質生態系調査

十和田湖流入河川調査

360 

29 29 25 

1，380 

43 

4ラ171

47 

91 

2，383 

36 36 

475 288 

36 

36 

40 

64 

20 

735 

。 508 

lラ420

61 59 

。 80 

4ラ016

7 137 

304 

240 

。 。

。 24 

土壌汚染対策 汚染土壌処理事業所検査 2

遊泳用ブール水質検査 2

公衆谷場水質検査 2

食肉衛生検査所自主検査 2

生活衛生に係る検査

。 2，514 

36 

18 

16 

20 

騒音対策 735 758 航空機騒音調査

216 

240 

45 

廃棄物対策

産業廃棄物等基準検査

能代産業廃棄物処理センタ一関連調査

緊急調査 2

。 lラ179

731 

1351 

。
之斗
口 7ラ397 12ラ018計 (大気汚染常時監視を除く)

387 

12ラ135

* 1大気汚染常時監視は，測定対象項目数(実測データ数)を表す。

*27Jc浴場水，汚染土壌処理事業所検査，遊泳用ブール水質検査，公衆浴場水質検査，食肉衛生検査所自主検査，廃棄物対策緊急

調査については，平成22年度から新たに項目を起こした。
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2 研修・学会等

2. 1研修等参加

年 月 日 研修名

23.04.15 水産生物放射能分析技術研修会

23.05.16-27 平成23年度特定機器分析研修日

23.07.07-08 平成23年度先天性代謝異常症等検査技術者研修会

23.08.25-28 公衆衛生活動 ・研究論文の書き方研修会

23.10.17-28 廃棄物分析研修

23.10.18 オキシダン ト計校正研修

23.10.28-29 環境保全 ・公害防止研究発表会

23.11.01-02 平成23年度地方衛生研究所全国協議会北海道 ・東北 ・新潟支部微生物

研究部会総会 ・研修会

23.11.10-11 平成23年度地域保健総合推進事業「感染症情報センター担当者向け

ブロック疫学研修会 ・連絡会議J

23.11.18 平成23年度食品衛生検査施設{言頼性確保部門賞任者等研修会

23.1 1.21 「結核薗分子疫学情報データベースの構築J講習会

23.11.24-12.09 平成23年度水質分析研修 (8コース)

23.1 1.24-12.09 水質分析研修

23.11.30 感染症の病原体等の運搬に関するま常習会

23.12.05-08 平成23年度環境放射能分析研修

23.12.14 3社共催農薬分析技術セミナー2011

24.01.16-20 アスベスト分析研修

24.01.19-20 平成23年度公衆衛生情報研究協議会総会および研究会

24.01.26 第 57回水環境セミナー

24.01.26-27 平成23年度化学物質環境実態調査 環境科学セミナー

24.01.27 平成23年度指定薬物分析研修会議

24.02.06 低周波騒音ifllJ定講習会

24.02.22-23 平成23年度希少感染症診断技術研修会

24.02.27-28 平成23年度地方衛生研究所全国協議会衛生理化学分野研修会

24.02.28 平成23年度日本食品分析センター講習会

24.03.02-03 日本マス ・スクリーニング学会技術部会第30回研修会

24.03.12 結核登録者情報システム研修

24.03.13 次期感染症サーベイランスシステム研修会

24.03.16 平成23年度放射線監視結果収集調査検討会

参加者 開催地

菅原剛 神奈川県

松がl亜希子 埼玉県

秩野和華子 東京都

栗盛寿美子 東京都

高橋英之 矯玉県

清 水 匠 山形県

藤島直司 青森県

熊谷優子 青森県

秋野和華子

害容藤志保子 山形県

村山力則

菅原剛 東京都

八柳 i問 宮城県

玉回将文 ;崎玉県

佐々木純恵 ;崎玉県

千紫真知子 東京都

菅原剛 千葉県

天明さおり 東京都

佐々木純恵 靖玉県

村山カ則 東京都

小林貴ー司 東京都

山田雅泰 矯玉県

玉田将文

失明さおり 東京都

高鱗英之 東京都

今野貴之 東京都

秋野和重喜子

菅原剛 東京都他

松がl亜希子 宮城県

秋野和華子 東京都

問中~子 東京都

村山力則 東京都

松田恵理子 東京都

菅原剛
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2.2学会等出席

年 月 日 学会名
出席者

(0は演題発表者)
開催地

23.05.16-17 第 101回日本食品衛生学会学術講演会 松田恵理子 東京都

23.06.11-12 第 52回日本臨床ウイノレス学会 秋野和華子 三重県

23.06.29-30 衛生微生物技術協議会第 32回研究会 0八柳 潤 東京都

今野貴之

0斎藤博之

佐藤寛子

23.07.15-16 第 15回腸管出血性大腸菌感染症研究会 八柳潤 大阪府

23.07.22 第60回東北公衆衛生学会 岩谷金仁 福島県

23.08.05 第4回農薬残留研究会談話会 松田恵理子 神奈川県

23.08.17-18 東北食中毒研究会第 24回全体会議 ・研修会 翼手藤志保子 山形県

0八柳 潤

23.08.18 第 65回日本細菌学会東北支部総会 0今野貴之 山形県

23.09.06-10 IUMS(国際微生物学会)20 1 1 Sapporo 0八柳 潤 北海道

23.09.08-10 第58四日本栄養改善学会 莱盛寿美子 広島県

23.09.10-11 ウイルス性下痢症研究会第 23回学術集会 斎藤博之 北海道

佐藤寛子

23.09.12-14 国際微生物学連合 2011会議 0斎藤博之 北海道

23.09.29-30 第 102回日本食品衛生学会学術講演会 0斎藤博之 秋田市

0小林貴司

0松扮l亜希子

第 56回日本寄生虫学会 ・日本衛生動物学会
23.10.01 

北日本支部合同大会
0佐藤寛子 山形県

23. 1O.06~07 第 32回日本食品微生物学会学術総会 高橋志保 東京都

0斎藤博之

23.10.18 平成23年度全国保健統計協議会総会 O悶中京子 秋田市

23.10.19-21 第 70回日本公衆衛生学会総会 高山憲男 秋田市

岩谷金仁

栗盛寿美子

0田中賞子

村山カ則

23.10.20-21 腸炎ピブリオシンポジウム 八柳潤 東京都

23.10.22 第 35回秋田県医学検査学会 0柴回ちひろ 横手市

23.10.28.......29 第 38回日本マス ・スクジ ーニング学会学術集会 秋野和華子 福井県

23.11.03-05 第 19回ダニと疾患のインターフェースに関するセミナー 0依藤寛子 広島県.
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23.11.03 -05 第 22回廃棄物資源循環学会研究発表会

23.11.04 
平成23年度全国環境研協議会廃築物資源、循環学会併設研究発

4主柱xzdEzh c 

23.11.10-11 全国衛生化学技術協議会年会

23.11.17-18 第 34回農薬残留分析研究会

23.11.25 第 19回秋田応用生命科学研究会

23.11.29 
地方衛生研究所全国拡議会 関東甲信静支部公衆衛生情報研

究部会

23.12.01 第 53回環境放射能調査研究成果発表会

23.12.03 第4回日本カンピロパクター研究会総会

23.12.03-04 第 24回日本性感染症学会

24.01.19-20 第25回公衆衛生情報研究協議会総会 ・研究会

24.03.14-16 第46回目;本氷環境学会

2.3健康環境センタ一主催研究発表会

2 

3 

開催日 :平成23年6月 14日(火)

開催場所:秋田県総合保健センター

演 題 名

結核サーベイランス情報を用いた秋田県の結核登録の現状

平成23年 2月に発生した Shigellaboydii 4感染事例について

秋田県における食品の食中毒菌汚染実態調査結果について

小川千春

0成問修司

天明さおり

松岡恵理子

松鋭!亜希子

0斎藤博之

0田中貴子

菅原剛

野藤志保子

0尚橋志保

村山カ則

佐藤寛子

和田恵理子

村山カ則

小林貴司

0成問修司

0佐々木純恵

秋田県における非定型的下痢原性大腸菌の分離状況と aSIA保有大腸菌 (EASTIEC)の
4 

病原因子プロファイノレ

5 食品検体のノロウイノレス検査を闘的としたパンソノレピン ・トラップ法の開発

6 雄物川流域におけるツツガムシ生息調査と地元自治体との協力による感染予防対策について

7 GC/MSル1Sを用いた残留農薬一斉分析について

8 八郎湖の残留性有機汚染物質について

9 玉川源泉下流域及び岡沢湖における pH低下要因の解明

10 玉川酸性水中和処理による副次的水質改善効果

東京都

東京都

長野県

高知県

秋回市

東京都

東京都

神奈川県

東京都

埼玉県

東京都

発表者

問中貴子

八柳溶l

高橋志保

今野貨之

斎藤博之

佐藤寛子

天明さおり

玉田将文

成問修司

佐々木純恵
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2.4その他の口頭発表

年月日 発表会名 演題名

23.11.17 あきた産学官連携フォーラム 2011

-秋悶県内のスギ花粉飛散状況について

-玉川源泉の酸度上昇に対応した中和処理技術の開発と中和処理がもたらす副次的

効果

24.02.24 平成22年度保健環境業務研究発表会

-秋田県における鶏肉等のカンピロパクター汚染状況について

-福島第一原発事故に伴う秩悶県における放射能調査

-貝殻等を利用した新規中和材による玉川酸性水中和試験について

2. 5講師派遣等

2.5.1技術支援

実施日 主な内容 講師氏名 対象

発表者

日当山窓男

成田修司

高橋志保

菅原剛

高橋英之

23.07.26 牛肉の放射性物質濃度測定について 松岡恵理子 (株)秋悶県分析化学センター

23.10.25 パンンノレビン ・トラップ法について 斎藤博之 東京都中央区保健所

23.11.01 パンソノレビン ・トラップ法について 斎藤博之 広島大学

23.11.07 
タイの洪水に伴う水からのウイノレス検出

斎藤博之
大阪大学微生物研究所MOCID岡

について 林環樹

23.12.12 もみ殻リン回収材の製造工程について 成問修司 東北ピ、ノレ管財(株)

23.12.15 ボツリヌス菌のEE索試験について 千築真知子 (財)秩岡県総合保健事業団

24.1.31 食品の放射性物質濃度測定について 松田，恵理子
秋田県生活センター

....... 3.31 菅原剛

dEb3 h 計

2.5.2出前講座

開催地

秋悶市

潟上市

参加者数

4名

メール対応

メー1レ対応

メール対応

l名

5名

l名

11名

講座名 講師氏名 実施回数 延べ参加者数

(No.64)油断できない結核 問中貴子 5回 260名

(No.65)細菌性食中議 ・感染症について 千葉真知子 l回 30名

今野貴之 6回 200名

(No.66)ウイノレス性食中議について 斎藤博之 2回 60名

(No.67)ウイノレス性感染症について 斎藤博之 4回 137名

(No.68)環境放射能について 高嶋司 12回 532名

松岡恵理子 6回 316名

(No.69)環境中の化学物質について 小林食司 2回 225名

i口L 言十 38回 1.760名
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2.5.3その他講師派遣

主な内容 実施日 講師氏名 依頼元 参加数

私の仕事 23.05.21 高山慾男 秋田県臨床検査技師会 35名

平成22年結核登録者情報について 23.05.23 田中貴子 健康推進課 17 ~ 

廃棄物および地下水中の揮発性有機化合物等のモニ

タりングと実際
23.05.31 小林貴司

秋悶県立大学生物資源、科

学部
3名

食品および農産物中の残留農薬のモニタリングと生
松田，恵浬子

秋田県立大学生物資源科
3名23.06.07 

物影響 学部

食品および環境中の医薬品のモニタリングと生物影
松田恵理子

秋田県立大学生物資源科
3名23.06.21 

響 学音[1

シンポジウム「薬剤耐性菌JKPC-gg生肺炎縛菌 23.06.30 )~柳潤
衛生微生物技術協議会第

32回事務局
70名

シンポジウム「腸管系ウイノレスJ
斎藤博之

衛生微生物技術協議会第
200 ~ 23.06.30 

ノロウイノレス:食品からのウイルス検出法 32回事務局

手火岡県の結核の現状について 問中貴子
結核予防婦人会秋田県連

300名23.07.27 
1Eh32A2 h 

特殊災害の基礎知識一放射性物質災害一 23.08.08 斎藤|噂之 秋田県消防学校 108 ~ 

秋回県における減厳と野菜摂取の取り組みについて 23.08.23 栗盛寿美子 健康推進課 340名

個体の反応 I生体と微生物1 23.09.26 八柳潤 秋聞大学 130名

危険性物質等に係わる基礎知識及び関係法令 23.10.03 務勝博之 消防学校

細菌 ・ウイノレス
19名

食品のノロウイノレス検査の汎用化を目指したパンソ
斎藤博之

第 32回日本食品微生物学
750名23.10.06 

ノレどン ・トラップ法の開発 会学術総会事務局

秋田県における減纏と野菜摂取の取り組みについて 23.10.11 来盛寿美子 大館保健所 30名

疾病対策に活かすための保健統計一死亡統計に基づ 23.10.18 田中貴子 平成23年度全国保健統計

いた秋田県の疾病傾向の検討一 協議会事務局
50名

秋田県における減績と野菜摂取の取り組みについて 23.10.18 栗盛寿美子 大館保健所 35名

食肉などの食中毒菌汚染実態と汚染食品による健康 23.10.25 脊藤志保子 能代保健所

被害について
110名

微生物制御のための基礎知識 23.11.09 事寄藤志保子 生活衛生課 20名

ウイルス性食中毒について 23.11.11 斎際博之 生活衛生課 20名

秋田県における再生可能なエネルギーの利用状況と
回村高志

秋田県立大学生物資源科
17名23.11.18 

牒題 学部

秋田県における百日咳 LAMP検査の概要 23.11.19 八相ifI 潤 秋回県医師会 40名

高齢者が気をつけたい感染症 23.11.22 斎藤博之 由利本荘保健所 61名

最近の感染症発生動向とその対策について 23.11.25 村山カ員IJ 由利本荘保健所 45名

我が国におけるこれからの結核対策~結核対策にお

ける地方感染症情報センターの役割
23.11.29 田中貴子

関東甲信静支部公衆衛生

情報研究部会事務局
知 名

保健情報学1 (保健衛生ニーズ、死亡統計) 24.01.12 問中貴子 秋田大学医学部保健学科 80名

保健情報学2 (生活習慣病対策の保健情報) 24.01.19 問中貴子 秋田大学医学部保健学科 80名
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保健情報学3 (結核の情報管理 ・統計) 24.01.26 問中負ー子 秩回大学医学部保健学科 80名

秋凹県の結核患者の状況 24.02.01 問中貴子 健康推進課 260名

秋回県における放射能調査について 24.02.16 高l鳴司
秋回県人畜共通感染症懇

受目g白r:."コb弐、
37名

八郎湖の水質改善と地域資源の循環利用をめざした 24.03.03 成田修司 秋田県立大学生物資源科
30名

新たな取り組み 学部

合計 30回 3，023名

2.6視察 ・見学等受入

参加者 区 分 平成 21年度 平成22年度 平成 23年度

小 ・中学生 。 。 2 (1) 秋回大学附属中学校

インターンシップ
秋田大学 ・秋田県立大学

7 (2) 10 (2) 13 (3) 
秋図工業高等専門学校

その他の学生 31 (3) 14 (1) 13 (2) 秋回大学 ・実践女子大学

一般県民 15 (1) 。 。
業務関係者(医師臨床研修含む) 25 (5) (1) 20 (1) 秋回県食品衛生推進委員会

県外 。 3 (1) 4 (1) 福岡市南区衛生連合会

圏外
期三国際企業有限公司

7 (1) 9 (2) 3 (2) 
環日本海交流推進協議会

i口b、 言十 85 (12) 37 (7) 55 (10) 

注)括弧内の数字は団体数

2. 7受賞 ・表彰等

受賞日 受賞名 受賞者 対象研究 授与学会

学会特別賞 柴田ちひろ
秋田県の男性泌尿器科受診者にお

秋四県医学:検査学会23.10.22 
ける尿中 l-IPV検出状況

地方都市におけるオーラノレセック

23.12.03 20川年度学術奨励賞 佐藤寛子 ス経犠者の N.gono/'rhoeaeおよび 日本性感染疫学会

c.1/'achomalisの検出状況

受賞日 表彰名 受賞者 授与機関

23.08.01 平成 23年度全国環境研協議会北梅道東北支部長表彰 高嶋司
全国環境研協議会北海道東北支

部

23.10.25 平成 23年度全国環境衛生職員団体協議会長表彰 佐藤信也 全国殿境衛生職員団体協議会

23.10.25 平成23年度生活環境改善功労者表彰 高嶋司 生活と環境全国大会
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3. 研究業務実績

健康科学 ・管理班

がん対策における子宮頚がん早期発見とワ

クチン接種に向けての調査研究-HPV感染

状況とアンケート意識調査からー

(大同生命厚 生 事 業 団 『 地 域 保 健福祉

研 究助成 J事 業)

(平成 22年 11月より l年間)

研究概要

歌田県において HPV感染調査や子宮頚がん

に対する県民の意識調査は行われておらず，子

宮頚がん対策へのアプローチはまだ充分とは言

えない。そこで本研究では県民へ子宮頚がんに

ついてのアンケー ト調査を実施し，その解析結

果を子宮頚がんの検診率の向上に資することを

目的とするとともに，検診結果の精度向上につ

なげるため子宮頚がん検診の検査検体について

PCRによる HPV・DNA法の条件検討を行った。

結果

1 )アンケート調査

アンケー トを集計した結果，県内約 2，500人

の調査モニタ ーのうち. 1，030人から回答があ

り，回収率は約 41.2%であった。

一度も検診を受けたことのない女性は 268人

(26.4%)であり，年代別内訳は 20代の 50.8%.

30代の 25.9%. 40代の 16.7%.50代の 16.3%.

60代以上の 18.2%となっていた。また子宮頭が

んに関する知識については全体で 「予防にはワ

クチンが有効であるJが 67.0%， f20........30識に

急増しているJが 54.4%と50%を超えていたが，

その他の回答は 50%を下回っており. f禁煙が

有効であるj という回答は最も低かった。また

子宮頚がん検診受診者は未受診者よりも全ての

設問で回答率が高く，このことから子宮頚がん

検診を受診しない女性ほど， 受診したことのあ

る女性より知識または関心が低いことが判明し

た。また，子宮頚がんに対する知識，関心の低

さが， 二子宮頚がん検診の未受診に繋がっている

ことが示唆された。

2) HPV遺伝子増幅条件の検討

NO.lから NO.8の検体より 抽出 された DNAに

ついて.MYプライマー.PGMYプライマー，

GP5+/GP6+プライマーを用い PCRを行った。3

組のプライマーセッ トではいずれも No.4 と

NO.7から HPVが検出され，プライマーセット

による差は見られなかった。そこで PCR反応の

サイクノレ条件を検討した結果. GP5+/GP6+プラ

イマーによる Touch-downPCRにおいて No.5を

除く，すべての検体で HPVI場性となった。しか

しながら Touch-downPCR法は PCR反応の時間

の長さ. PCR装置の制限，および再現性などで

効率が悪かったため. PGMYプライマーセット

および GP5+/GP6+プライマ ーセットによる

Semi-nest PCR法を検討した。その結果. NO.5 

を除くすべての検体で目的となる DNA断片が

検出され. Touch-down PCR法よりも増幅効率

が上昇し，迅速性および汎用性の点で有効性が

得られた。また PCRに用いる Taqpolymeraseの

種類によって増幅効率が大幅に改善されること

が判明した。

子宮頚がん検診における受診率および検査

精度の向上に関する研究

(平成 23年度~平成 24年度)

研究概要

20数年連続で秋田県における死因 l位は悪性

新生物(がん)であり，検診受診率が低いこと

も一因となっている。そこで本研究は子宮頚が

ん検診を対象とし，検診受診率向上のためにフ

ォーカスグループインタ ビュー (FG1)法によ

る意識調査を行い，検診対象者の受診を妨げて

いる理由や問題点を明らかにする。また検診に

おける検査精度向上のために，現在行われてい

る細胞診検査に HPV-DNA法を導入検討し，検

診結果の精度向上を試みる。本研究は県民への

啓発 ・普及と検診の質の向上により 子宮頚がん

の早期i発見に貢献し，役立てることを目的とする。

結果

子宮頚がん検診受診率向上を自 指して 「住民

の生の声Jを把握する調査手法フォーカスグノレ

←プインタビューを実施した。対象は 20歳........30

藤代の若い世代の女性で，平成 24年 2月 9日子

育てママさんグノレ」プ 7名.2月 14日会社員グ

ループ 7名. 2月 16日学生グノレープ 14名に行

った。子育てママさんグノレープからは，子ども
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をみてくれる社会環境面の整備が充実すれば検

診を受けやすい。会社員グノレープからは，会社

の方で日時を設定し，上司が声かけして くれる

など会社全体の理解 と協力が得られると受けや

すい。学生グ、/レープからは，検診云々よりも，

前段の「子宮頚がんそのものを知らなし、Jとい

う実態が分かり ， しかしこれからは人ごとでは

いられないという関心の高さが把握できた。

また検査精度向上については，県内の婦人科

より提供してもらった子宮頭部の細胞より

DNAを抽出し， PCRにて HPV感染の有無，子

宮績がんへ移行する リスクの高い 16種類の

HPV遺伝子型の検出を行った。

当初，100種類あるほとんどの HPVの型を増

幅可能で、あるコンセンサスプライマーを用いて

PCRにより HPVゲノムの LI遺伝子を増幅し，

シークエンス解析， BLASTマッチングで HPV

遺伝子型を決定していた。しかしこの方法では，

異なるウイノレス遺伝子型が重複感染していた場

合，コピー数の多い HPV型のみが PCRで増幅

されるため，シークエンスによってハイリスク

型の重複感染が検出できない場合や，ハイリス

ク型が存在している場合でもコピー数の多いロ

ーリスク型のみが検出されることが判明した。

そこで今回の検査方法は LI遺伝子の検出は

HPVの感染の有無に限定し，ハイリスクについ

ては全て型特異的なプライマーにより増幅検出

することとした。

平成 23年度の結果では， 細胞診検査において

NILM (陰性)と分類された検体や，ASC-US (定

義不明な異形扇平上皮細胞)のように細胞診検

査では判定できない検体からもハイリスク型の

HPVが検出された。このことから子宮頚がん検

診における HPV-DNA法は検査精度を向上させ

るとともに，ハイリスク型感染者に対して検診

機会を増加させ，子宮頚がんの早期発見に寄与

するものと思われる。

細菌班

カンピロパクターレファレンスセンタ ー業

務

(平成元年度"')

研究概要

地方衛生研究所技術協議会のカンピロパク

ターレフアレンスセンター支部として北海道 ・

東北 ・新潟ブロックからのカンピロパクター分

離株の血清型別依頼に対応している。また，県

内の散発患者由来株を含み，分離株については，

Penner法と Lior法による血清型別法の比較検討

を行っている。 さらに，薬剤耐性化の傾向を把

握するため，分離株については，テトラサイク

リン，エリスロマイシン，ナリジクス酸，ノノレ

フロキサシン，オフロキサキン，シプロフロキ

サシンの 6剤について，感受性試験を実施して

いる。

平成 23年は，埼玉県船橋市の食中毒疑い事

例に関連して，患者 2名中 l名からC.jejuniを

検出し，血清型別を実施した。また，県内の散

発下痢症患者由来の 53株 (C.jりuni52株，C.coli 

l 株)について Penner法と しior法の比較を行っ

た。 さらに，そのうちの 47株(c.jりuni46株，

C. coli 1株)について感受性試験を実施した。

また，同様にして収去食品の検査及び厚生労働

省からの依頼で行っている食品の汚染実態調査

において分離された 16株についても検査を実

施した。

結果

散発下痢症患者由来の c.jりuni52株のうち，

Penner法で単一の血清型に型別可能であったも

のは お 株 (67.3%)， Lior法では 30株 (57.7%)

であった。C.colil株は Lior法で 28型，Penner 

法では型別不能で、あった。

また，キノロン系薬剤に散発下痢症患者由来

のc.jそiuni46株中 25株 (54.3%)， C. co/i 1株

が耐性を示し，キノロン系薬剤への耐性化が進

行していることが危棋された。また， c. jりum

では 3株がエリスロマイシンに耐性を示した。

一方，食品由来株(鶏肉)にも同様の耐性を示

す株がみられたことから，鶏はカンピロバクタ

ーの汚染源としてだけではなく，耐性菌制御の

観点からも重要で・あることが示唆された。
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LAMP法による百日咳迅速診断の実施状況と

検査結果の概要一地方衛生研究所技術協議

会百日咳， ジフテリア，ボツリヌスレファ

レンスセンター業務ー

(平成 15年度'"'-)

研究概要

百日咳は，特有のけいれん性の咳発作を特徴

とする急性気道感染症である。我々は，県内の

百日咳対策に資するために， 地方衛生研究所技

術協議会百日咳，ジフテリア，ボツリヌスレフ

ア レンスセンター業務の一環として LAMP ~去に

よる百日咳検査法を導入し，健康推進課と連携

して県内の医療機関からの検査依頼に対応する

体制を確立 した。一方， 2010年 5月以降， 全国

的に百日咳様臨床症状を呈する疾患が流行し

た。全国のレファレンスセンターにおける検査

結果では，これらの患者は百日咳，マイコプラ

ズマ共に陰性であった。このため，国立感染症

研究所と連携して，これらの患者にどのような

呼吸器系病原微生物が関与しているか，各種呼

吸器系病原微生物検出用のリアノレタイム PCR

法を導入して検討した。

結果

2011年 4月 1日から 2012年 3月 31日までに

送付された 34検体中，2検体が LAMP法で百日

咳菌防性であった。また，マイコプラズマ (M.

pneumoniαe)は 3検体が LAMP法で陽性となり，

そのうち大館市内の中学生 2名から検出された

マイコプラズマについて，23SrDNAのシークエ

ンスを解析した結果，いずれもマクロライド耐

性を惹起する変異を保有していることが確認さ

れたことから，その結果を健康推進課と連携し

て感染症情報週報に掲載して周知を図った。マ

イコ プラズマ LAMP法は検体受領の 2時間以内

に結果を医療機関に報告可能である。また，マ

クロライド耐性変異のシークエンス解析も早い

場合は検体受領の翌日，遅くても翌々日には医

療機関に結果を報告することが可能であること

から，本レファレンスセンター業務は百日咳だ

けではなく ，県内におけるマイコプラズマ感染

症の迅速診断にも寄与することが可能と考えら

れる。

一方，国立感染症研究所が開発した Bordetella

holmesii検出用 LAMP法キ ットを使用して 194

検体の百日咳疑い患者から調製して凍結保存し

ておいた DNA溶液を検討したところ， 5検体が

B. holmesii陽性であることが確認され，秋田県

内で百日咳様呼吸器疾患患者が B.holmesiiに感

染している事実が初めて確認された。今後も

LAMP法を使用して秋閏県における百日咳，マ

イコプラズマ，B. holmesiiの感染疫学について

検討すると共に，医療機関からのマクロライド

耐性マイコプラズマを含む検査依頼に迅速に対

応する必要がある。

地方衛生研究所における薬剤耐性菌等に関

する細菌学的，疫学的調査研究解析機能の

強化に関する研究

(平成 18年度~平成 24年度)

研究概要

食中毒原因菌や感染症原因菌とは異なり，

地方衛生研究所においては薬剤耐性菌の検

査や研究を実施する機会がこれまでは少な

く，検査 ・解析技術の機能強化が課題となっ

ている。本研究は厚生労働科学研究として国

立感染症研究所と連携して実施した事業で

あり ，地方衛生研究所副11菌検査担当者を対象

として薬剤耐性簡の検査 ・解析技術研修を実

施すると共に，薬剤耐性菌の耐性機構等に関

する調査研究を実施した。

結果

研究班に参加している9地方衛生研究所を

対象として，メタロ 0ラクタマーゼ遺伝子検

出用 PCRのコラボレーティプスタディーを実

施し，病原体検出マニュアノレに掲載予定のプ

ライマーにより TMP-I，IMP・2，YIM-2遺伝子

が正常に検出可能であることを確認した。一

方， 2003年7月から2006年9月に秋田市内の l

医療機関から送付された 14株 のIMP-I遺伝子

を 保 有 す る 多 剤 耐性 Achromobacter

xylosoxidansの分子疫学的性状と耐性遺伝子

の性状について基礎的な検討を実施した。

Xbal PFGEパターンから分離株は同一起源、と

判断し得た 。 分陥 株 が保有する Class 1 

lntegronのサイズは，株により約2.5Kb単独，

約3Kb単独，約2.5Kbダブレット，約 1.3Kb 

と2.5Kbであった。4株 のClass1 lntegronのシ
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ークエンスを決定した結果， rMP-1， aacA4， 

aadA5を含む Gene Casetteが 同 一 C1ass 1 

Integron中や，異なる 1ntegron聞で組換え ・転

移した可能性が示唆された。今回供試した多

剤 耐性バ xy/osoxidansの多くが尿由来株であ

り， 一医療機関において継続的に分離された

ことは，A.xy/osoxidansが院内感染起因菌とし

て重要である可能性を示唆している。今後も

秋岡県内における多剤耐性A.xylosoxidansの

動向に注視する 必要があると共に，分離株の

多剤耐性機構についてさらなる検討が必要

である。

結核菌の DNAシーク工ンスに基づいた分子

疫学解析法と薬剤耐性の迅速検査法に関す

る調査研究

(平成 22年度~平成 23年度)

研究概要

歌田県のWT登録結核患者のうち他者に感染さ

せる危険性が高いi客疲塗抹陽性者は約 60名で

横ばい状態にあり，継続した対策が必要である。

結核菌の分子疫学解析は，感染拡大防止の取り

組みを支援するものであり，その解析手法とし

ては RFLP分析法が普及しているが，データの

比較とデータベース化が困難であるという問題

がある。一方，国内には結核治療の障害となる

薬剤耐性結核菌が一定数存在している。本研究

は，結核分子疫学解析技術である

JATA12・VNTR 1:去を導入し，データベースを構

築すること及び耐性遺伝子の DNAシークエン

ス変異を指標にした，薬剤耐性結核菌の迅速診

断法を導入することを目的として実施した。

結果

結核菌の分子疫学的解析法とし て

JATAI2・VNTR法を試行した。検体には RFLP

分析用に調製 ・保存しておいた DNA溶液 121

検体を供試した。

リファンピシンに対する耐性の有無を迅速確

実に判定するための遺伝子診断法について検討

した。リファンピシン耐性に関与する rpoB遺伝

子内部の 81bp hot spotの DNAシークエンスを

決定するために， 365 bpを噌幅する rpol05と

rpoBPR7プライマーを使用し，シークエンスプ

ライマーに PRI7を使用した。検体には，保存

DNA溶液 121検体を供試した。

121検体の DNA溶液全てからJATAI2・VNTR

法によりプロファイノレを算定可能であった。 し

かし， locusの繰り返しナンバーを電気泳動のみ

により決定することには困難な場合もあった。

一方，121 株についてリファンピシン耐性遺

伝子のシークエンスを決定したところ，既知lの

耐性変異を示す株 l株が確認された。 リファン

ピシン耐性の有無を迅速に判定することは，治

療と薬剤耐性結核菌の拡散防止上非常に重要で

ある。本事業により導入した方法によると， リ

ファンピシン耐性変異の有無を早い場合は翌

日，遅くても数日以内に決定することが可能で

あり，従来の培養法では 2週間程度の期間を要

することと比較すると，著しい迅速化が可能と

なった。

今後も県内分離株を供して JATA12・VNTRの

データと 耐性遺伝子のシークエンスデータを継

続して蓄積する必要がある。

インフルエンザ菌の遺伝子型別法の検討と

分離実態の解明

(平成 23年度~平成 24年度)

研究概要

インフ/レエンザ菌は，焚JI莫の違いにより 7つ

の菌型に分けられる。菌型によっては重症化の

危険があるため，分離株の菌型を調査すること

は極めて重要である。 しかしながら，従来の血

清製別法では型別が難しい場合が多い。そこで

血清型別法に代わる方法と して， PCR 1:去による

爽膜遺伝子の型別法を検討し，本菌による感染

症の発生動向の的確な把握を可能にすること，

さらに，県内の分離株を用いて，焚膜遺伝子の

型別法を試行し，秋田県内における本菌の菌型

ごとの分離実態を明らかにすることを目的に本

調査研究を実施した。

平成 23年度は，焚膜の遺伝子型別法を検討

し，平成 20年に県内で分離された菌株 135株に

ついて血清型別法との比較を行った。また，平

成24年 l月に肺炎患者の血液から分離された株

(Hl・2544)についても茨膜の型JJIJを実施すると

共に，薬剤耐性に関わる遺伝子を調査した。
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結果

血清型別により a型に分類されたのは 135株

中2株， b型が 3株， c型が 1:1*， e型が l株で

あった。一方，焚!院産生に関与する遺伝子であ

るbexA陽性となったのは 135株中 4株のみであ

り，残りの 131株 (97%) は無爽!模型と考えら

れた。茨膜株の内訳は b型が 3株， e型が 1株

であった。b型及び e型については血清型別と

遺伝子型日1]の結果が一致したが， JI[L r青型見1]によ

りa型に分類された 2株と c型に分類された l

株は一致しなかった。

Hl-2544はe型の抗血清に特異的に凝集を示

すとともに. PCRにおいても e型に特異的な

バンドが検出され，爽膜 e型と判定された。

薬剤師f性に関与する遺伝子としてペニシリナ

ーゼ (bla-rEM • blaRoB)及び PBPのアミノ酸

変異の検出を PCRにて行ったところ.Hl・2544

は blaTEM.blaRoBに関しては両者と も (ー)

であったが.BLNAR group IIIに該当する PBP

の変異が検出され，薬剤耐性菌と考えられた。

患者由来腸炎ビブリオ分離株の PFGEパタ

ー ンの比較(厚生労働科学研究費補助金.

食品の安全確保推進研究事業「食品中の有

害衛生微生物を対象としたライブラリーシ

ステム等の構築J) 

(平成 23年度~平成 24年度)

研究概要

腸炎ピブリオ分離株のストレス耐性等につ

いて，食品を含めた環境由来株と患者由来株の

比較試験に供する株を選定するため，秋田県及

び青森県において平成 16年から平成 23年に患

者から分離された腸炎ピプリオ分離株， 03:K6 

80株.03:K6以外 33株，計 113株について PFGE

を実施した。

結果

制限酵素伊 lを用いた PFGEのパターン解析

により PandemicCloneに該当する 03:K6.

04:K68. 01 :K25は同ーの lineageに由来する ζ

とが確認された。また，在来型の血清型の腸炎

ピブリオにおいては lineageが血清型と密接に

関連する傾向があることが示された。一方，血

清型が異なる株同士が同一クラスターを形成す

る場合があることも観察された。

この結果から PandemicCloneのクラスターか

ら03:K6を 8株， OI:k25， 01:Kut及び 04:K68

については l株ずつ計 11株.Pandem ic Clone以

外の株は 24株，合計 35株を選定した。当セン

ターで選定した菌株を含む腸炎ビブリオ分離株

のストレス抵抗性の解析等の研究結果は， r厚
生労働科学研究費補助金，食品の安全確保推進

研究事業:食品中の有害衛生微生物を対象とし

たライブラリーシステム等の構築 平成 23年

度 総括 ・分担研究報告書(研究代表者小西

良子) Jを参照していただきたい。

ウイルス班

リケッチアを中心としたダニ媒介性

細菌感染症に関係するダニ類の実態

調 査 (厚生労働科学研究費補助金.新型イ

ンフルエンザ等新興 ・再興感染症研究事業

fリケッチアを中心としたダニ媒介性細菌

感染症の総合的対策に関する研究J) 

(平成 21年度~平成 23年度)

研究概要

アカツツガムシのみが保有する Kato型

Orientia tsutsugamushiは，病原性が強く，適切

な治療が遅れた場合は重症化や死に至る危険性

がある。そのため，媒介種であるアカツツガム

シの生息状況，特にその地理的分布の確認とリ

ケッチア保有などの情報が，公衆衛生上重要で

ある。このことから， 2011年度は， 1964年の秋

田県衛生科学研究所の患者発生地域記録と，そ

の後 1991年までの患者調査票を参考に，山形県

境に近い湯沢市横掘地区の上流部から大仙市刈

和野地区の中流部にいたる約 70kmの雄物川の

河川敷を対象とし，アカツツガムシ生息実態調

査を実施した。

また，昨年度までの調査で，アカツツガムシ

生息密度は大仙市の花火大会会場内でも高いこ

とが判明していたが，この情報提供を受け，大

仙市役所からつつが虫病患者発生を防ぐための

事前対応策として，会場内における殺虫剤散布

の効果と薬剤試験についての検討が要望され

た。このことから，殺ダニ効果の高い薬剤の検



－20－

秋田県簡素環境センター年報第7号 2011

討についても実施した。

結果

1)アカツツガムシ生息域調査

調査範囲である雄物川上流部の湯沢市郊外で

はアカツツガムシは確認されなかったが，三関

地区より下流では確認されるようになり，横手

市を流れる支流との合流点に近づくにつれ，多

数確認されるようになった。一方で調査範囲の

最下流部に位置する大仙市郊外北部では，アカ

ツツガムシの生息が確認されなかったが，大仙

市刈和野地区より上流では確認されるようにな

り，雄物川流域における最も高密度な生息域は

花火大会会場とその周辺にあるキャンプ場や駐

車スペースであった。この他，アカツツガムシ

は，河川沿いの公園や釣り場，船着き場などの

水際でも確認されたが，どの調査地においても

アカツツガムシの生息環境は，水際の砂地ある

いは中州など，降雨などにより浸水する箇所で

あり，河川敷内であっても，滅多に浸水しない

箇所では確認されなかった。

2)殺ダニ剤試験

共同研究者である愛知医科大学感染・免疫学

講座の角坂照貴講師の元で，殺ダニ効果が期待

される 7種の農薬および l種の天然物由来薬剤

を使用し，アカツツガムシ(花火大会会場付近

で採集)とパプロフスキーツツガムシに対する

殺ダニ効力が検討された。検討した農薬のうち，

殺ダニ効力が高かったのは，フェニトロチオン

(スミチオン乳剤)，ピフエントリン(テルスタ

ースプレー)とイベルメクチン(アイボメック

トロピカル)で，試験に提供したツツガムシ幼

虫、全数が死亡した。しかし，ピフエントリン(テ

ルスタースプレー)とイベルメクチン(アイボ

メックトロピカル)は，散布適応植物の制限等

から，雑草地での使用には不適当と判断された。

天然物由来のカラギーナン*においては，殺ダ

ニ効力が認められたが，ダニ全体が薬剤で覆わ

れることがその効果を発揮するにおいて必須条

件であるため，野外の雑草地での使用は効力が

限定されると思われた。スミチオン乳剤は，今

回の検討で殺ダニ効果が確認された他，残効性

が高く，ダニ以外にも広い殺虫スペクトラムを

持ち，かっ使用可能植物も広域であるため，優

れた効果が期待される。しかし，その反面，水

産動植物系への影響が高いため，河川敷での散

布は，注意が必要である。また，散布時期やタ

イミングは薬剤の残効性を高めるためにも，天

候を十分に勘案し，実施することが望ましいと

考えられる。

以上の調査から，今後も，地元自治体との相

互協力の元，つつが虫病対策のための情報発信

が必要と考えられた。とりわけ，観光地等の人

の出入りが多い地点においては，重点的な調査

継続と監視が肝要であると思われた。

*村上英樹先生(秋田大学)開発試薬:カラ

ギーナンとリンゴ酸水溶液，今回はこれに展開

液を添加。

新型インフル工ンザウイルスのタミフル耐

性鑑別法の開発とその応用

(平成 22年度~平成 23年度)

研究概要

インフルエンザの治療薬であるタミフル(リ

ン酸オセルタミヒマル)は，世界の在庫の 7割を

我が国が保有している。そのため，耐性ウイル

スの出現状況のモニタリングが固からの依頼で

各都道府県において行われている。具体的には

新型インフルエンザウイルス (H1N1pdm09型)

のノイラミニダーゼ遺伝子上の H275Y変異

(C→Tへの一塩基置換)を耐d性マーカーとして

検出することが求められており，この一塩基置

換を簡便に調べる方法を開発することが本研究

の目的である。また，他の型のインフルエンザ

への適用 (A香港型の El19V変異と R292K変

異，及び B型の R150K変異と D197N変異)も

目指している。具体的な方法として，上記の変

異部位を境界とした，オリゴヌクレオチドを合

成し，それらを DNALigaseで結合させる LCR

(Ligase Chain Reaction)を基本原理とした反応

系を開発した。結合反応が成立するためには，

合成オリゴヌクレオチドの末端が抽出したイン

フルエンザウイルスの塩基配列とペアになるこ

とが必要で、ある。従って，一塩基置換によって

末端がミスマッチになると結合が起こらないた

め，反応生成物を電気泳動で分析することで変

異の有無を判定できる。また，この手法は反応

系の設計が容易であるため，将来的に一塩基置

換鑑別を必要とする事態が発生した場合に即応
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可能というメリットがある。例えば，インフノレ

エンザウイルスの PB2遺伝子の 627番目のアミ

ノ酸がグルタミン酸(トリ型)からリジン(ヒ

ト型)に置換すると，人体内での増殖能が高く

なる(毒性が増す)といわれている。本研究の

応用例としてその変異箇所 (G→A への一塩基

置換)に着目した LCR反応系も構築した。

結果

平成 23年度は， A香港型についてお検体，

B 型について 10検体を調べたが上記の耐性マ

ーカーに相当する変異を有するウイルスは検出

されず，全てタミフル感受性のウイルスであっ

た。 応用例として構築した E627K変異を検出

する反応系を用いたところ， H1N1pdm09型では

該当箇所の塩基が“G刊と判定され， トリ由来

インフルエンザウイルスの性状を引き継いでい

ることがわかった。一方，これまでに何度もヒ

トの間で流行が続いてきた A香港型と B型の該

当箇所の塩基は“A"と判定され，正しく識別

できていることが確認された。

食品中のウイルス検査実施に向けてのパン

ソルビン・トラップ法の汎用化(厚生労働

科学研究費補助金「食品中の病原ウイルス

のリスク管理に関する研究J) 

(平成 22年度~平成 24年度)

研究概要

前年度まで実施された厚生労働科学研究事

業において，医薬品として入手できるガンマグ

ロプリン製剤を用い，ノロウイルス，サボウイ

ルス A型肝炎ウイルス，アデノウイルス 41

型について幅広く適用可能な食品検査汎用プロ

トコルを開発することに成功した。その一方で，

検査の根幹となる試薬であるパンソルピン(ホ

ルマリン固定された黄色ブドウ球菌)の製造メ

ーカーが l社しかなく，在庫切れや製造中止の

リスクをはらんでいることが挙げられた。この

問題に対処するため本研究では，黄色ブドウ球

菌を培養することで相当品の自家調製を試み，

市販品との比較検討を行った。

結果

2 Lの培養スケールで、得られた相当品は約 20

mL (食品 20検体分)であった。 NoV-G1lI4特

異的ウサギ抗血清を用いた場合の回収率は，市

販のパンソルビンで 56%であったのに対し，白

家調製した相当品で 94%と卜7倍であった。ま

た，各種ガンマグロプリン製剤を用いた汎用化

プロトコルにおいても，相当品は市販品に対し

て 2.2'"'-'3.1倍の回収率を示した。この内，米

Baxter社製 IGammagardJ を用いた場合が最も

好成績であり，市販品による回収率 19%に対し，

相当品は 57%(3.1 倍)であった。以上のこと

から，パンソルビンの相当品は有用であり，費

用(市販品は食品 l検体当たり約 1，000円)の

面でもメリットがあるものと考えられた。

食品理化学班

健康危機管理に対応した食品中の化学物質

検査体制の基盤強化に関する研究

(平成 21年度~平成 23年度)

研究概要

中国製冷凍鮫子による中毒事件をはじめとす

る食の安全を脅かす事件が相次ぎ，県民の食への

不安が増大している。健康危機管理上，食中毒の

原因である未知の化学物質を迅速かっ的確に特

定できる体制を整備することが急務である。加え

て，ポジティブリスト制の施行に伴い，基準が設

定された農薬項目数が大幅に増大したことから，

残留農薬分析の検査体制の強化が課題となった。

食品中の残留農薬等を効率的かっ，迅速に分析す

るためには，一斉分析法の検討が不可欠であり，

さらに，食の安全を脅かす事態に対応するために

は精度を確保した分析体制の整備を図ってし、か

なければならない。そのうえで分析可能項目数と

分析可能な作物数の増加を目指す。一方で，広域

的な食品への毒物混入事件などでは，正確な情報

の入手と共有化が鍵を握ることになるため，北東

北 3県で、残留農薬等について，情報交換してリス

トを作成し，緊急時の協力体制を構築する。

結果

新規に導入した GC-MS/MSの基礎的事項を検

討し，稼働可能とした。約 300農薬について，

GC-MS/MSの測定条件(分離カラム，定量イオン

の選定，低沸点農薬の分離温度等)を精査した結

果， GC-MSに比べて分析時間を大幅に短縮する
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を行ったところ，標準液を試料マトリックスで調

製したものに PEGを添加する方法が最も精度が

良好で、あった。

LC-MS/MSによる有機リン系 50農薬の一斉分

析法として，試料を 9卯0%アセトニトリ/ルレ熔液で

出後， 25倍希釈する方法を検討した。添加回収

試験を実施したところ，真度，精度ともに良好

で， 一律基準に耐えうる十分な感度と精度を有

していた。

高水産物を対象とした LC-MS/MSによる動物

用医薬品の分析法として通知法田の改良を検討

した。改良法により， 98医薬品について添加回収

試験を行ったところ，概ね良好な結果が得られ，

スクリーニング法として有効であることが確認

できた。

環境理化学班

特用林産物の秋田ブランド化並びに機能性

と安全性に関する研究(森林技術センター

との共同研究)

(平成 21年度~平成 25年度)

研究概要

松くい虫による松枯れ病を防止するためにp

秋田県内の松林ではネオニコチノイド系農薬の

アセタミプリド，チアクロプリドが散布されて

いる。これらの農薬は，自然に分解されるよう

に設計されているが，環境中で、の挙動に関する

調査は少ない。特に，松林に生育するキノコや

山菜など特用林産物への影響に関しての調査は

皆無である。そこで，松林中の土壌やキノコに

ついて農薬残留量の変動を調査し，環境や特用

林産物について安全性の確認を行う。

結果

平成 21，22年の 6........11月の期間，ネオニコチ

ノイド系農薬が散布された日本海沿岸松林 5地

点で採取したキノコについて，残留農薬濃度の

調査を行った。分析対象のキノコは，アセタミ

プリ ド、散布地点で、 26検体，チアクロプリド散布

地点、で 34検体を採取した。

抽出操作は，高速溶媒抽出装置 ASE・200

(DI0NEX社)で行った。均一化した試料 5g 

とハイドロマトリクス (Yarian社)を混合し，

ASEセノレに充填， 40 "c， 2000 psi， 5%含水ア

セトンの条件下で， 2回抽出操作を行ない， 2 

回の抽出液をあわせ，i威圧濃縮によりアセ トン

を留去 ， メタノ~/レで・希釈し，測定博液の調製

を行った。測定は， LC-MS/MS APr・4000(AB 

Sciex社)で行った。

収穫最感期の秋に採取したキノコを測定した結

果，アセタミプリドが散布された地点のキノコ

は，すべて一律基準 (0.01μg/g)以下の濃度で

あった。一方，チアクロプリドが散布された地

点では，分解物であるアミド体においては 1検

体だけ，わずかに基準を超える検体 (0.02μg/g)

が確認されたが，散布されたチアクロプリド自

体はすべて一律基準以下であった

排水処理施設における 1.4-ジオキサン最適

処理条件の検討

(平成 23年度~平成 24年度)

研究概要

1，4-ジオキサンは，水溶性が高く難分解性で

あることから，廃水からの除去が難しい物質で

ある。排水処理施設の処理工程において，有機

物の除去効果が期待できるのは生物処理工程で

あり，この工程で 1，4-ジオキサンを処理する実

用的な運転条件を検討する。検討では，実験室

レベノレで、の基礎実験により，処理に最適な祖度，

滞留時間などの条件を導きだし，実際の排水処

理施設への適用を模索する。また，1，4-ジオキ

サンの公定分析法は煩雑であるため，迅速性が

求められる緊急時等への対応が難しい。このた

め，操作が容易であり，多検体分析が可能なへ

ッドスペース GC/MS法を迅速分析法として評

価する。

結果

処理条件の検討では，多検体の分析が必要に

なるため，迅速分析法としてヘッドスペース

GC/MS法の評価を行った。従来の VOC57成分

と同時の一斉分析メソッドでは， 1，4・ジオキサ

ンのピークカウントは，その他の VOCと比べ

て 1/100'"'-'1/1000程度であり， 当センターで定

めた RRF法での定量下限の定義(変動係数およ

び適合率が 10%以内)に当てはめると 1，4・ジオ

キサンの定盆下限は 0.05mg/Lであった。環境



－23－

秋田県総羽務続乞ンタ一年報第7号 2011

基準 (0.05mg/L)を評価するには，定量下限を

低くする必要があるため，ヘッドスペース条件

についての検討を行った。試料最を増やし，気

相容量を減らしたところ， VOC成分の面積値は

噌えたが， 1，4-ジオキサンの面積値は増えなか

った。濃度によっては， VOC成分と 1，4-ジオキ

サンが全く逆の挙動を示すため，試料最は 10ml 

が適当と考えられた。また，塩析に用いる甑化

ナトリウム量を過飽和加えても，大きな効果は

なかった。次に加熱温度を 40，60， 80
0
Cに設定

し比較したところ， 1，4・ジオキサンは 80
0Cで最

大となったが，塩化ビ‘ニノレ等の成分の面積値は

減少した。このため， VOC成分との一斉分析条

件としては 60
0Cが適当と考えられた。GC/MS

の条件では， 1，4-ジオキサンの感度を上げるた

めに，通常時よりも検出器電圧を高めに設定し

た。 これらの条件により 1，4-ジオキサンの定盆

下限値は0.01mg/Lまで改善することができた。

環境基準 (0.05mg/L)をスクリーニングするに

は，十分な感度の一斉分析メソッドと考えられる。

実試料での妥当性を評価するために，公定法

である固相抽出法とへッドスペース ーGC/MS

法での定盆値の比較を 48検体行った。その結

果，同法の定量値は非常に良く 一致していた。

環境保全班

玉川源泉の酸度上昇にも対応した実証的中

和処理技術の開発とその対策がもたらす水

質改善効果

(平成 22年度~平成 24年度)

研究概要

近年，玉川|源泉の酸度上昇に伴い，玉川上流

部の中和処理施設周辺における渋黒)11で観測さ

れている pH低下の原因は，潜在的酸性成分を

含む源泉の混入した強酸性水が湯川を流下し，

渋黒)11に流入するこ とで生 じているこ とを当セ

ンターが行った平成 20年度........21年度の研究で

明らかにしてきた。そこで本研究では，中和処

理施設周辺の酸性水に対して，酸度上昇時にお

いても，効率的に酸性を弱め，田沢湖の水質管

理目標である pH6を達成するための中和技術の

開発を目指す。具体的な内容の一つ目は廃棄物

であるホタテ貝の貝殻等を原料とし，中和効率

の高い中和材の開発とそれらをフィーノレドへ適

用する技術開発，もう 一つは， pH改善を目的と

した中和 ・酸性水対策に伴う，玉川上流部にお

けるヒ素等の重金属の動態調査を実施し，副次

的な水質改善効果について検証を行うことを目

的としている。 これと関連して，秋田県立大学

の宮田准教授のグノレープと研究課題名「玉川祖

泉下流域の金属元素動態に係わる微生物群衆の

機能解析Jについて，共同研究を行った。

平成 23年度は， 9月， 10月の 2回，玉川|上流

部における中和実証試験を行った。

使用した中和材は，同試験に必要な中和材の

盆を確保可能であるという理由から，平成 22

年度に開発した貝殻等を原料とする中和効率の

高い中和材と同等の中和能力を有する工業用の

酸化カノレシウム (CaO)を用いた。

また，源泉及び中和処理放流水等の調査を実施

し，中和処理による水質改善効果の検討を平成

22年度に引き続き行った。

結果

上記の実証試験では，平成 22年度に開発した

貝殻を原料する中和効率の高い中和材を用いて

試験を行う予定であったが，問中和材はラボス

ケーノレでLの試験製造であったため，実証試験に

必要と考えられる量の確保が難しかった。その

ため，同等の中和能力を有する工業用の CaOを

用いた試験結果 (9月実施)を以下に記述する。

試験は中和処理施設周辺脇を流れる渋黒)11で行

い， CaO粉末を水に溶かした濃度 10%の懸濁被

を毎分 10しずつ，同河川|に流し入れた。同河川

の観測地点では，試験前のpHは2.6であったが，

20分後には 3.1に改善，さらに 3時間後には 7.4

まで pHが改善され中和が進んだ。

また，現行の中和処理施設による中和処理に

よって，中和処理放流水の水質やそれらの渋黒

)11合流後の水質を調査した結果，中和処理過穫

において源泉中の鉄から生成するシュベノレトマ

ナイト様の化合物によって，源泉中のヒ素また

はクロムからなるオキソ酸が同化合物に取り込

まれ，除去された後に放流されていることを明

らかにした。 この結果は，現行の中和処理にお

ける副次的効果といえる。 これらの現象につい

ては，現在も引き続き調査を継続し，詳細を明

らかにしたいと考えている。



－24－

秋田県総羽務続乞ンタ一年報第7号 2011

湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関す

る研究

(平成 22年度~平成 24年度)

研究概要

(独)国立環境研究所の地方公共団体環境

研究機関等との共同研究課題募集に応募し

たもので，問研究所，岡山県環境保健センタ

ー，名古屋市環境科学調査センターの共同研

究であり，神戸大学の研究者をアドバイザー

としている。生態系操作は， 1980年代に欧米

を中心に応用されるようになり，我が国でも

2000""'2003年に長野県の白樺湖で行われた

試験における透明度の改善が花里孝幸によ

り報告され，近年では諏訪湖においてもアオ

コ対策のーっとして検討されるなど，新たな

技術として注目されるようになってきた。し

かし，これを実際に応用しようとするとき ，

生態系への慎重な配慮とともに，湖の利水な

どの利害関係者との合意形成が必要と予測

され，そのためには，十分な根拠に基づく予

測により見通しを示すことのできる技術確

立が望まれる。木研究では，この技術確立を

目的として，次のような目標を設定して研究

している。

1.内部生産の把握手法の確立

2.生態系内の種の競争関係の定量化手法確立

3.生態系と水質の関係の定量化手法の確立

結果

平成 23年度は，タ ンクモデ‘ルを用いそデ

ノレ構築に必要な流入負荷量を推計した。また，

魚類の現存盆を推計しそれらの情報を共有し

た。さらに，解析ツーノレとして Excelなどの数

理演算アプリケーションソフトを利用し 7種生

物系のシミュレーションを行った。


